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（要 旨）  

 当 マン ショ ンは ，緊 急輸 送道 路沿 道建 築物 への 耐震 化助 成事 業に よっ

て， 対象 建築 物の 耐震 診断 が義 務化 され まし た。 そこ で， 調布 市分 譲マ

ンシ ョン 耐震 診断 助成 制度 を利 用し ，耐 震診 断を 実施 した とこ ろ「 倒壊

また は崩 壊す る危 険性 が高 い（ Ｉｓ 値が  0.3未満 あり ）」 との 診断 結果

を受 けま した 。こ の結 果を 受け て当 マン ショ ン管 理組 合は 現在 耐震 改修

設計 の手 続を 進め てい ると ころ です 。  

 し かし なが ら， 耐震 改修 工事 を行 うに は① 多額 の費 用が 必要 であ るこ

と（ 専有 住戸 内の 壁の 増補 強が 必要 とな り， 工事 期間 中の 一時 退去 費用

や内 装の 原状 回復 費用 が発 生す るた め） ，② 助成 対象 が当 マン ショ ンの

一部 の棟 のみ であ るこ と（ 「東 京に おけ る緊 急輸 送道 路沿 道建 築物 の耐

震化 を推 進す る条 例」 では 前面 道路 の中 心か ら 45度の ライ ンに 当た るこ

とが 助成 条件 であ るが ，当 マン ショ ンは エキ スパ ンシ ョン ジョ イン トで

２つ の構 造体 にな って おり ，別 棟と みな され たた め） から ，工 事資 金準

備と 工事 実施 に必 要な 区分 所有 者の 同意 を得 るこ とが 困難 な状 況に あり

ます （後 掲の 資料 参照 ）。  

 ま た， 当マ ンシ ョン 購入 の際 に， 耐震 改修 が必 要と 判断 され てい るに

もか かわ らず 改修 が実 施さ れて いな いと して ，一 部の 金融 機関 から 住宅

ロー ンの 融資 を断 られ る事 案が 発生 して おり ます 。工 事資 金準 備と 工事

実施 に必 要な 区分 所有 者の 同意 が得 られ ず耐 震改 修が 実現 でき ない ため ,

資産 価値 の低 下の みを 招く 結果 とな って いる のが 現状 です 。  

 東 京都 内に おい て耐 震診 断・ 耐震 改修 の双 方に 助成 制度 が設 立さ れて

いる 複数 の自 治体 （例 ：中 央区 等） があ り， 実際 に耐 震改 修を 実施 して

いる マン ショ ンが 多数 存在 する こと が報 告さ れて いま す。 当マ ンシ ョン



管理 組合 はこ のよ うな 事実 から 耐震 改修 に対 する 助成 制度 の必 要性 が高

いと 考え てお りま す。  

 つ きま して は， 耐震 改修 工事 の実 現に 向け て調 布市 内の 耐震 強度 不足

の建 物に 対す る耐 震改 修に つい ての 助成 制度 設立 を陳 情い たし ます 。  



【参 考資 料】  

 

①  「財 政の 一体 運用 」… 管理 組合 とし て会 計は １つ で構 成さ れて いま

す  

②  「意 思決 定の 形態 」… 工事 実施 は全 ての 区分 所有 者で 構成 され る総

会で 決議 され ます  

③  「給 排水 配管 等の 一体 構成 」… 主要 な設 備は 今般 の耐 震改 修の 対象

から 外れ た建 物に 配置 され つつ も， 当該 設備 は建 物全 体に 供す るも の

です  

④  「避 難経 路の 一体 運用 」… 緊急 時に 避難 する 際は ，相 互の 経路 を利

用し て避 難す る建 物と なっ てい ます  

 

 上 記の 写真 や管 理組 合運 営の 一体 性か らＡ 棟・ Ｂ棟 は別 棟と いう より

は， １つ の集 合体 とし ての マン ショ ンと 言え るの では ない でし ょう か。  


